
(2) 米国の報告（※）において、成人市場や新しい治療用ワクチンの導入により、

米国のワクチン市場規模は、2010 年には現在の 1，600 億円から 1 兆円規模

まで成長するという予測が示されている。 

(3) 一方、2003 年の世界のワクチン市場規模は６，６００億円と推定されるが、

外国のワクチン製造企業は、世界全体におけるワクチン市場が、成人、高齢者

市場を中心に、まだ成長する可能性があると予測している。現時点での途上国

市場の状況は、世界のワクチンの生産量の８８％を消費している一方で、その

収益はワクチン産業全体の収益の１８％程度に過ぎないと言われている(※)。

しかしながら、世界のワクチン市場の成長見通しは、小児領域の市場を含む伸

びを予測しているものであり、これは途上国市場を意識したものであることに

留意が必要である。 

（※） Institute of Medicine, “Financing Vaccines in the 21st Century: Assuring Access and 

Availability (2003) 

(4) 今後国内のワクチン製造企業がワクチン開発へのインセンティブを持ち続け

るためには、感染症の発生状況や臨床現場からの要請、基盤技術の動向のほか、

各企業による製品の開発状況、外国への市場展開の状況等の要素について、ワ

クチンの種類毎に、医療経済効果をも加味したワクチン需要の将来展望を描く

ことができる体制を構築することが重要である。 

２． 市場構造 

(1) 我が国で予防接種法に位置づけられた疾病については、原則として自治体の公

費助成によるワクチン接種が行われている。それ以外は自己負担による接種で

ある。現在の日本市場における小児用ワクチンの売り上げをみると、公費負担

医療で用いるワクチンの売り上げ比率が、約８５％(※)であり、小児の予防接

種における公費負担医療への依存度は高い。 

（※）平成 17 年の国内の販売実績。インフルエンザワクチンの高齢者の公費負担分を除

く。 

(2) 米国においては、州政府が公費で負担するワクチンの市場は、売り上げの約４

０％（数量ベースでは 55-60％）と推計されており、公費負担医療以外のワ

クチン使用への依存度が比較的高い。 

(3) 今後の少子化を考慮すれば、予防接種法に基づく対象疾病等の予防接種に係る

構造が変化しなければ、国内の小児領域の市場のみにおいては長期的なワクチ

ン市場の伸びは期待しにくい。むしろ、将来的に市場が縮小した場合でも、必

要なワクチンの生産体制を維持するためには、公費負担による予防接種以外で

ワクチン接種が期待される領域に市場を開拓する選択肢も考えていかなけれ

ばならない。 
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図８ 日本の出生人口の推移 
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(4) 国内のワクチン製造企業の収益のうち小児領域が１／３を占める構成である

が、インフルエンザワクチンがその１／３～１／２を占めるようになり、その

比率が年々増加している。（平成 15 年販売実績）。 

   図９ 国内ワクチンの年間生産額の内訳 
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(細菌製剤協会調べ) 

(5) 企業においても現在の市場構造として、インフルエンザワクチンが約３０％、

小児領域が約３５％、旅行者用ワクチンを含む成人市場が約２０％と分析して

いるところであるが、国際的な市場構造の予測において、新開発品目の導入と

ともに成人、高齢者市場の発展を予想している。 
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